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令和元年度第３回秦野市入札監視委員会議事概要 

 

日 時 
令和２年１月２７日（月） 

午後２時００分から午後４時３５分まで 

場 所 秦野市役所本庁舎３階 ３Ａ会議室 

出席者 

委 員 橋本委員長、荒川委員、舟戸委員、久保委員、桑原委員 

事務局 
古谷課長、小金井課長代理、小宮山主任主事、川﨑主任主
事 

 

１ 開 会 

２ 議 事 

抽出案件の審議について 

工  事 

案件番号 案件名称 

１１  令和元年度諏訪越取水場取水ポンプ設備等更新工事 

審議内容 

所在地要件の設定及び当初の落札事業者の確認 

回  答 

 所在地要件は、機械器具設置工事に市内で登録がある事業者だけでは競争

性が保てないこと、専門性の高い機器を設置できる事業者は全国的にも限ら

れるため、所在地を設けていない。所在地要件を全国としているものは、参

加事業者が少ない可能性があるが、自治体における契約は原則入札によると

いう地方自治法の規定に基づき設定している。公正さや適正な事務の執行を

考えると参加事業者が１者としても契約検査課で行う意義はあると考えてい

るが、他市での取り扱いを、研究会を通じて調べていく。 

 当初の落札事業者（最初に取水ポンプを設置した事業者）は、今回の落札

事業者と同一事業者である。 

 委員意見等 

 手続きについて、検討し、改善点があれば実施してください。 
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工  事 

案件番号 案件名称 

４３ 
 令和元年度第１号公共下水道汚水マンホールポンプ場自家

発電装置設置工事 

審議内容 

 応札者が一定数確保されているが、高落札率となった理由 

回  答 

 応札者７者のうち、４者が最低制限価格未満により失格となり、４者の応

札金額は１０万円以内と僅差となっているが、５者目の応札金額とは１００

万円以上の差があり、入札金額が２極化していることから、本案件が高落札

率となった背景には、本市の入札制度が影響していると考えられる。ただ

し、工事の難易度や発注時期が遅い工事は参加事業者が減少する傾向にある

ため、発注時期を早めることで、所謂「余り値」問題の発生を抑止できると

も考えている。今後、発注の前倒しについての方法を検討していきたい。 

 委員意見等 

 できる限り発注の前倒しを図ってください。 

 所在地要件が秦野市内本店となっているが、本店に限るという条件が違法

ではないかについて判示した判例があるため、年度替わりに検討してくださ

い。 

 

工  事 

案件番号 案件名称 

５７  令和元年度第１号公共下水道中央処理区管路耐震工事 

審議内容 

 応札者が一定数確保されているが、高落札率となった理由 

回  答 

 案件番号２と同様に、５者が最低制限価格未満により失格となり、５社の

応札金額が５０万円以内の差となっているが、６者目とは１２０万円以上の

差があり、入札金額が２極化していることから、本案件が高落札率となった

背景には、本市の入札制度が影響している。工事案件番号４３と同様に発注

時期を早めることで、所謂「余り値」問題の発生を抑止できるとも考えてい

る。 

 委員意見等 

 早期発注及び受任地について、検討してください。 
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工  事 

案件番号 案件名称 

５２ 
 令和元年度第１号公共下水道汚水マンホールポンプ修繕及

び更新工事 

審議内容 

 高落札率となった理由 

回  答 

 本案件は標準歩掛書を使用して設計しているため、その歩掛と本市の入札

制度を考慮した結果だと考えられる。本市では市内事業者のみを対象とした

工事案件は、下限設定型で公告しているため、事業者は予定価格の８５パー

セントの下限付近で応札する傾向があるが、本案件は目標とする金額がな

く、事業者としての利益等を検討した結果の金額で応札したと考えられる。 

 委員意見等 

 特になし 

 

工  事 

案件番号 案件名称 

５３  令和元年度八幡山配水場曝気設備改修工事 

審議内容 

 高落札率となった理由 

回  答 

 本案件は標準歩掛書を使用して設計しているため、その歩掛と本市の入札

制度を考慮した結果だと考えられる。本市では市内事業者のみを対象とした

工事案件は、下限設定型で公告しているため、事業者は予定価格の８５パー

セントの下限付近で応札する傾向があるが、本案件は目標とする金額がな

く、事業者としての利益等を検討した結果の金額で応札したと考えられる。 

 委員意見等 

 本案件などは競争入札ではなく、一者特命随意契約ではないかと感じてし

まいます。一者特命随意契約を行い、普段から関係を構築し、緊急時に仕事

を引き受けてもらえるようにしておく方が良いのではないですか。 

 コインの表と裏の関係で、結びつきが強すぎると問題が起きる可能性があ

りますが、随意契約の特例措置などの対応策を検討してください。 
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コンサル 

案件番号 案件名称 

１ 令和元年度地籍調査（官民境界等先行調査）委託業務 

審議内容 

応札者が一定数確保されているが、高落札率となった理由 

回  答 

 担当課から積算基準書を使用しており、予定価格を超えた理由はわからな

い回答されているが、下請けに出さなければならず、積算単価を上回る人件

費が必要になっている可能性がある。見積書を徴取するなど採用単価の見直

しを検討する必要がある。 

 委員意見等 

 積算基準書だけではく、実態に合うように見積書を徴取してください。 

 

コンサル 

案件番号 案件名称 

７  令和元年度本町三丁目１号支線測量委託業務 

審議内容 

 応札者が一定数確保されているが、高落札率となった理由 

回  答 

 担当課から積算基準書を使用しており、予定価格を超えた理由はわからな

い回答されているが、令和元年７月に積算基準書の改正があり、見積もり単

価を使用する場合は最低価格を採用することとなっていたが、改正によって

見積価格の平均値を採用することに変更になり、積算基準書の改正を熟知し

ていなかったことが影響していると推測している。 

 委員意見等 

 単価の採用方法の変更など情報提供を検討してください。 
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一般委託 

案件番号 案件名称 

１ 
 令和元年度秦野市消費者購買（買物行動）及び商工業実態

調査委託業務 

２０ 
 令和元年度秦野市消費者購買（買物行動）及び商工業実態

調査委託業務 

審議内容 

 不調の理由及び見積書の徴取方法、所在地要件の設定及び業務内容の確認 

回  答 

 見積書を徴取した事業者が他業務と本案件の日程が重なり入札に参加でき

ず、予定価格より高い事業者のみの参加となり不調となった。 

 担当課が１度目入札の応札事業者に参考意見の徴取し、仕様内容の見直し

を行い、設計金額の設定し直し、再度公告を行った。 

 委員意見等 

特になし 

 

一般委託 

案件番号 案件名称 

１８ 
 固定資産税・都市計画税納税通知書等作製委託業務（単価

契約）（令和元年度債務負担行為設定） 

審議内容 

 不調の理由及び見積書の徴取方法の確認 

回  答 

 見積書を徴取した事業者が入札に参加せず、予定価格より高い事業者のみ

の参加となり不調となった。 

 また、見積書の徴取方法は、予算作成時に見積書を２者から徴取し、入札

執行時に予算作成時の見積事業者のうち安い見積書を提出した１者から再度

見積書を徴取した金額を設計金額としている。 

 委員意見等 

 特になし 
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一般委託 

案件番号 案件名称 

１２ 
 令和元年度曽屋庁舎等解体に伴う家屋調査委託業務（その

２） 

審議内容 

 所在地要件の設定及び業務内容の確認 

回  答 

 所在地要件の設定は、「損失補償調査」は「神奈川県内本店・受任地」と

している。 

 業務内容は、給食センター建設予定地である曽屋庁舎の庁舎等解体工事着

手前に実施した隣地家屋の調査委託業務結果を基に、解体工事完了後の隣地

家屋を再度調査することで、工事による損害等を確認するもの。 

 委員意見等 

 秦野市は、設計で人件費部分を低く見積もっている中で、その半分以下で

応札している事業者は最低賃金以下の人件費で見積もっている可能性がある

ため、人件費として適正な金額が確保されているかを調査するなど検討して

ください。 

 

一般委託 

案件番号 案件名称 

１３ 
 令和元年度秦野市ホームページ維持管理等に係る派遣業務

（単価契約）（長期継続契約） 

審議内容 

 所在地要件の設定及び入札の必要性の確認 

回  答 

 所在地要件の設定は、「労働者派遣業務」は「全国」としている。 

 入札の必要性については、ホームページの特性を理解した上で、安定的か

つ継続的に業務を遂行する能力が必要であるが、他事業者が応札できないほ

どの特殊性を持つ業務ではないため、競争性を確保し、適正な執行を図るた

め、競争入札が適当と判断した。 

 委員意見等 

特になし 
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物  品 

案件番号 案件名称 

１１ 
 令和元年度伊勢原清掃工場有価物売払い（その４）（単価

契約） 

審議内容 

 落札金額が予定価格を大幅に超えた理由 

回  答 

 有価物市況の影響を強く受け、売買金額を予測することが困難な状況であ

るため、設計にあたっては入札依頼の１週間前に参考見積額を徴収し、その

平均金額を予定価格としている。 

 委員意見等 

 特になし 

 

３ その他 

 決定事項等 

 (1) 機械警備の最低制限価格制度の適用除外を正式に採用する方向で検討

する。 

 (2) 令和２年度の入札監視委員会の開催日程は、第１回目は７月２７日の

月曜日、第２回目は１０月２６日の月曜日、第３回目は１月２５日の月

曜日を候補日とする。 

 (3) 今回の会議を以て、橋本委員長は委員を辞任する。 

 

４ 閉 会 


